






研究目的 

近年,周産期児死亡は急速に減少しているが,なお減少させるべき要因がまだ残っているこ

とも事実である。とくに,わが国では,妊娠後期死産の占める比率が高く,この実態は不明の

まゝ残されている。後期死産に至る病態も全く不明で,個々の死亡原因をめぐる取扱い方に

一定の指針がなく方針も一致していないのが現状といえよう。また,届出による死亡原因が

実態と違っている可能性のあることも考え,実態調査の必要性もでてくる。 

そこで,本研究班は周産期死亡調査に関する基礎的情報を集収し,統一的な調査項目を設定

するため,各施設における周産期死亡統計および各施設の規模,運営などについての実態調

査を行った。 

また,周産期死亡の対策として,周産期死亡の推移,周産期死亡病態の基礎的研究,個々の疾

患に対する対策検討,新生児医療の地域化より見た問題点をさぐり,さらに妊娠・分娩・乳

幼児期にいたる疾患の追跡的データに基づいた母子健康管理システムのあり方を求めるた

めに,さしあたり,その前提となる諸要因の分析を試みた。 


